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I. 費用便益分析の条件 

 
明治記念大磯邸園整備事業は、「明治 150 年」関連施策の一環として、明治期の立憲政

治の確立等に関する歴史的遺産の一体的な保存・活用を図る事業である。 

本邸園の基本理念や基本方針、整備内容を踏まえると、本事業を実施することによっ

て、「明治期の立憲政治の確立等に関する歴史的遺産が保存・継承される価値」が生まれ

ることが考えられる。 
   

以上のことを踏まえ、費用便益分析の基本的事項、計測対象の便益(B)および費用(C)

の条件を以下の通り設定した。 

 

 
表 費用便益分析の条件設定 

分析の

基本的

事項 

分析対象期間 53 年間(2017 年度(平成 29年度)～ 2069 年度 (令和 51 年度)) 

社会的割引率 4% 

基準年次 2021 年度(令和３年度) 

便益計測年次 2021 年度(令和３年度)：評価基準年 

便益 

（B） 

適用指針 
仮想的市場評価法（CVM）適用の指針（平成 21 年 7月 国土交通

省） 

計測対象項目 
明治期の立憲政治の確立等に関する歴史的遺産が保存・継承される

価値 

評価手法 CVM(仮想的市場評価法) 

調査範囲の設定 全国の世帯 

費用 

（C） 

用地費の設定 
実績値及び評価時点の事業計画に従い、各年度の資金計画の数値を

代入 

施設費の設定 
実績値及び評価時点の事業計画に従い、各年度の資金計画の数値を

代入 

維持管理費の設定 現時点で想定される維持管理費（/m
2

）を基準に、今後の供用区域面

積に比例するものとして計上 
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II. 便益の算出 
 
    CVM（仮想的市場評価法）は、アンケート調査を用いて人々に支払意思額を尋ねること

で、市場で取引されていない価値を計測する方法である。 
  計測の手順については、「仮想的市場評価法（CVM）適用の指針（平成 21年 7月 国土交

通省）」（以降、「CVM指針」という。）を参考に、以下の通りとした。 

 
 

（1） 調査範囲の設定 
本事業は「明治 150 年」関連施策の一環として、明治期の立憲政治の確立等に関する歴

史的遺産の一体的な保存・活用を図る国家的記念事業であり、その便益は全国に及ぶこと

が想定される。このため、アンケート調査の範囲は全国を対象とした。 
 
 

（2） アンケート調査の実施 
アンケート調査の実施概要は以下の通りである。 
・回答方式 ：インターネットによる回答 
・獲得目標数：2,600 票 

全国の世帯数割合をもとに、各地域の獲得目標数を設定。 
 

表 各地域の獲得目標数 

居住地域 
平成 27 年 
世帯数割合 

居住地別 
獲得目標数* 

北海道･東北地方 11.1% 289 

関東地方 35.4% 920 

中部地方 15.6% 406 

近畿地方 17.9% 465 

中国･四国地方 8.8% 229 

九州地方 11.2% 291 

全体 100.0% 2600 

※居住地別獲得目標数の内訳は、平成 27 年国勢調査の年齢構成比率を参考に、 

20 代以下 8.8%、30 代 13.0%、40 代 17.2%、50 代 15.9%、60 代以上 45.1%とした。 
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  以降、アンケート調査に用いた調査票を示す。 
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（3） 支払い意思額の推計 
 

1）有効回答の抽出 
  アンケート調査によって得られた回答（Q3-4、Q3-5）から有効回答（支払意思額の

推計に用いる回答）を抽出した。 

 

  有効回答数：762票  有効回答率：(762/1,524)×100＝50.0％ 

 
 

表 有効回答の抽出（着色部が有効回答） 
 

  

 

理由 回答数 ％ 

負担 

する 

1 
歴史的な建物・庭園を保存する必要があると思うか

ら 
485 31.8% 

2 他の世帯も負担するなら仕方ないから 37 2.4% 

3 なんとなく良いことだと思うから 42 2.8% 

4 その他（理由付き） 7 0.5% 

- 4のうち、有効回答 5 0.3% 

負担 

しな

い 

5 
歴史的な建物・庭園を保存する必要はないと思うか

ら 
24 1.6% 

6 これだけの情報では負担額を判断できないから 588 38.6% 

７ なんとなく必要がないと思うから 203 13.3% 

8 その他（理由付き） 138 9.1% 

- 8のうち、有効回答 3 0.2% 

 全体※ 1524 100.0% 

※調査票 Q3-2において、CVMの調査手法自体に反対した回答(1,076票)は除外。 

 

無効回答の選定基準は、CVM指針に基づき以下の通りとした。 

＜無効回答＞ 

選択肢 ２  ：事業の内容とは関係ない回答のため。 

選択肢 ６  ：支払意思額の回答自体を拒否しているため。 

選択肢４・８ ：理由の内容が上記に類するものであれば無効とする。 
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2）支払意思額の推計 
CVM指針に基づき、支払意思額の代表値として平均値を採用した。 

ランダム効用モデルにより賛成率曲線を推計し、推計の過剰評価を避けるため、アン

ケート最大提示額の 20,000 円で裾切りを行った。 

その結果、全体の 8.8％を裾切りし、平均値は 3,464円となった。 

 
 

図 賛成率曲線の推定  
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（4） 便益の算出 
便益額は以下の式で算出した。 

 

便益 ＝ 全国世帯数 × 有効回答率 × １世帯あたりの支払意思額  

    

＝ 54,134,356  × 50.0/100    × 3,464 

 

   ＝ 937.6（億円） 

 

※全国世帯数は国立社会保障・人口問題研究所の令和 3年度推計値（54,134,356世帯） 

とする。 
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計測した便益（937.6 億円）については、評価年次（2021 年度）に発生するものとして社会

的割引率を適用し、総便益を算出した。 

 

表 総便益の算出 

 

  

便益 現在価格 現在価値

[百万円] 便益額 割引率 便益額

A B C=A*B

合計 93,760.7 93,760.7

年次 2016 1.217

2017 1.170

2018 1.125

2019 1.082

2020 1.040

2021 93,760.7 1.000 93760.7

2022 0.962 0.0

2023 0.925 0.0

2024 0.889 0.0

2025 0.855 0.0

2026 0.822 0.0

2027 0.790 0.0

2028 0.760 0.0

2029 0.731 0.0

2030 0.703 0.0

2031 0.676 0.0

2032 0.650 0.0

2033 0.625 0.0

2034 0.601 0.0

2035 0.577 0.0

2036 0.555 0.0

2037 0.534 0.0

2038 0.513 0.0

2039 0.494 0.0

2040 0.475 0.0

2041 0.456 0.0

2042 0.439 0.0

2043 0.422 0.0

2044 0.406 0.0

2045 0.390 0.0

2046 0.375 0.0

2047 0.361 0.0

2048 0.347 0.0

2049 0.333 0.0

2050 0.321 0.0

2051 0.308 0.0

2052 0.296 0.0

2053 0.285 0.0

2054 0.274 0.0

2055 0.264 0.0

2056 0.253 0.0

2057 0.244 0.0

2058 0.234 0.0

2059 0.225 0.0

2060 0.217 0.0

2061 0.208 0.0

2062 0.200 0.0

2063 0.193 0.0

2064 0.185 0.0

2065 0.178 0.0

2066 0.171 0.0

2067 0.165 0.0

2068 0.158 0.0

2069 0.152 0.0

2070 0.146
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III. 費用の算出 
費用については、「用地費」「施設費」「維持管理費」に分けて計上した。 

 

「用地費」：用地取得及び用地費 

実績値及び評価時点の事業計画に従い、各年度の資金計画の数値を代入した。 

 

  「施設費」：建設費から用地費を除いた費用 

実績値及び評価時点の事業計画に従い、各年度の資金計画の数値を代入した。 

 

  「維持管理費」：本邸園の邸宅、庭園、樹林の維持管理にかかる費用 

現時点で想定される単位面積あたりの維持管理費（/m2）に供用区域面積を乗ずる

ことで算出した。その結果、部分供用期間のうち R2～R4は年間 25百万円、R5～R6は

年間 40 百万円、全体供期間（R7以降）は年間 108百万円と試算した。 

なお、施設費及び維持管理費については、消費税額相当分を控除したうえで計上した。 
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用地費、施設費、維持管理費それぞれに社会的割引率を適用し、総費用を算出した。 

 

表 総費用の算出 

 

  

費用 現在価格 現在価値

[百万円] 建設費 維持 割引率 建設費 維持

用地費 用地費機会費用施設費 管理費 用地費 用地費機会費用施設費 管理費

D E F G H I=D*H J=E*H K=F*H L=G*H

合計 8,869.0 0.0 10,597.5 4,559.1 9,667.9 8,370.0 10,204.3 1,942.7

年次 2016 1.217

2017 1,760.0 1,760.0 629.6 1.170 2,059.0 2,059.0 736.6

2018 2,804.0 2,804.0 431.5 1.125 3,154.1 3,154.1 485.4

2019 1,620.0 1,620.0 341.8 1.082 1,752.2 1,752.2 369.7

2020 576.0 576.0 740.0 22.7 1.040 599.0 599.0 769.6 23.6

2021 1,969.0 1,969.0 1,153.6 22.7 1.000 1,969.0 1,969.0 1,153.6 22.7

2022 140.0 140.0 2,244.5 22.7 0.962 134.6 134.6 2,158.2 21.9

2023 1,430.9 36.4 0.925 0.0 0.0 1,323.0 33.6

2024 3,193.6 36.4 0.889 0.0 0.0 2839.1 32.3

2025 431.8 98.2 0.855 0.0 0.0 369.1 83.9

2026 98.2 0.822 80.7

2027 98.2 0.790 77.6

2028 98.2 0.760 74.6

2029 98.2 0.731 71.7

2030 98.2 0.703 69.0

2031 98.2 0.676 66.3

2032 98.2 0.650 63.8

2033 98.2 0.625 61.3

2034 98.2 0.601 59.0

2035 98.2 0.577 56.7

2036 98.2 0.555 54.5

2037 98.2 0.534 52.4

2038 98.2 0.513 50.4

2039 98.2 0.494 48.5

2040 98.2 0.475 46.6

2041 98.2 0.456 44.8

2042 98.2 0.439 43.1

2043 98.2 0.422 41.4

2044 98.2 0.406 39.8

2045 98.2 0.390 38.3

2046 98.2 0.375 36.8

2047 98.2 0.361 35.4

2048 98.2 0.347 34.1

2049 98.2 0.333 32.7

2050 98.2 0.321 31.5

2051 98.2 0.308 30.3

2052 98.2 0.296 29.1

2053 98.2 0.285 28.0

2054 98.2 0.274 26.9

2055 98.2 0.264 25.9

2056 98.2 0.253 24.9

2057 98.2 0.244 23.9

2058 98.2 0.234 23.0

2059 98.2 0.225 22.1

2060 98.2 0.217 21.3

2061 98.2 0.208 20.5

2062 98.2 0.200 19.7

2063 98.2 0.193 18.9

2064 98.2 0.185 18.2

2065 98.2 0.178 17.5

2066 98.2 0.171 16.8

2067 98.2 0.165 16.2

2068 98.2 0.158 15.5

2069 98.2 0.152 14.9

2070 (8,869.0) 0.146 (1297.9) 0.0
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IV.  費用便益分析 
前項までに算出した便益及び費用を用いて、本事業の費用便益分析を行った。 

 

 

表 費用便益分析の結果（事業全体） 

事業費 総事業費  199 億円  

便益 

（Ｂ） 

総便益 

費用便益比 

（Ｂ/Ｃ） 

 

4.6 

937.6 億円 

費用 

（Ｃ） 

用地費 施設費 維持管理費 総費用 

83.7 億円 102.0 億円 19.4 億円 205.2 億円 

 

 

 

    また、変動要因を需要（総便益）、事業費、事業期間、変動幅を±10％として感度分析を

行った。 

 

表 感度分析の結果（事業全体） 

変動要因 変動幅 費用便益費(B/C) 

需要(総便益) ±10％ 4.1 ～ 5.0 

事業費 ±10％ 4.3 ～ 4.8 

事業期間 
±10％ 

（±1 年） 
4.5 ～ 4.6 
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